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特徴をもつ先進諸国 （アメリカ、 イギリス、 ドイツ、 フランス、 スウェーデン）
と比較しながら、オランダの特徴を概観する。そして、オランダが WLB 社会
と評価できる理由を論じ、そうした社会を成立させている条件を、 オランダ社
会を理解する鍵となるパートタイム労働の制度と実態、 日本の WLB にとって
大きな課題となっている仕事と育児の両立支援、 さらには就業場所の柔軟性を
もたらすテレワークについて検討する。また、2010 年 9 月に実施した、オラ


















た。 「行動指針」では、就業率や週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合、育児休業取得率
等に関する、10 年後の目標値を示した。さらに 2010 年６月には、政労使トップの交代を
機に、新たな合意が結ばれた。
わが国の WLB の取組みには、諸外国の例を参考にすることも多い1。本稿では、WLB に
関するオランダのアプローチの特徴をとらえ、日本への示唆を得ることを目的とする。オ
ランダは、1990 年代後半以降、経済・労働市場の成功を「オランダの奇跡」 （Visser and
Hemerijck 1997）という言葉で評価されてきた。また、 「世界初」 「世界で唯一」の「パー










ら、 オランダの特徴を確認する。 そして、 オランダが、 WLB 社会と評価できる理由を述べ、
その社会を成立させている条件を、オランダ社会を理解する鍵となるパートタイム労働の
制度と実態、 そして日本の WLB にとって大きな課題となっている、 仕事と育児の両立支援、






は解明されていない。たとえば、 『平成 19 年版労働経済白書：ワークライフバランスと雇用システム』で
は、 第 2 章第 4 節において、 各国の WLB の動向について取り上げている。そこでは、イギリス 3 ページ、
ドイツ 1 ページ、アメリカ 1 ページ、フランス半ページ、北欧 7 行が割かれているが、オランダはわずか
6 行でしかない。
2 2009 年の１人当たり GDP は、日本は 32,421 米ドルであり、本稿で主に取り上げる欧米６か国は、3
万米ドルから 5 万米ドルの範囲に位置する(2009 年の為替レート換算、OECD.Stat による） 。3



















は、就業者 1 人当たりの年間実労働時間をみる。7 か国中、オランダは 1,378 時間と最も短
い一方、日本は 1700 時間を超え、アメリカとともに最も長い6。また、日本では、 「行動指
針（2010 年改定） 」において、週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合を現状（2008 年）




プロジェクトとして実施した。 訪問先は、 オランダの民間企業４社、 社会雇用省(Ministrie van Social Zaken
en Werkgelegenheid)、及び労働財団（Stichting van de Arbeid; STvdA）である。調査研究の機会をいた
だいた RIETI に感謝するとともに、調査にご協力していただいた方々に御礼申し上げる。
4 権丈（2009b）では、国際比較を通じて日本の WLB の特徴を論じたが、この節では、そこで用いた労
働時間や就業率等の指標を確認しながら、オランダの WLB の特徴をとらえる。
5 たとえば、連合総研「勤労者短観」を用いた分析（権丈 2009a）によれば、労働時間が長い者ほど、 「仕
事と生活のバランスが適度にとれている」と回答する者が少なく、仕事と仕事以外の時間の時間配分につ
いて、 「仕事の時間を減らしたい」と答える者が多くなる。同様の結果は、後述する RIETI の WLB 調査
を用いた浅野・権丈（近刊）でも確認されている。また、長時間労働が健康問題をはじめ種々の問題を引
き起こすことは広く指摘されている（厚生労働省 2007、 森岡孝二 2005） 。
6 本稿では、 利用可能な最新データである 2009 年の値を主に比較しているが、 2009 年は 「100 年に１度」
とまで言われた不況の年に当たるため、解釈には注意が必要なことがある。例えば、2009 年の就業者１人






















（2009 年) （2000 年） （2009 年） （2009 年）
日本 1,714 28.1 20.3 23.8
オランダ 1,378 1.4 36.7 4.4
ドイツ 1,390 5.3 21.9 18.3
フランス 1,554 5.7 13.3 28.7
スウェーデン 1,610 1.9 14.6 22.7
イギリス 1,646 15.5 23.9 5.8
アメリカ 1,768 20.0 14.1 8.1
出所：週労働時間 50 時間以上の者の割合は Lee (2004), p.42、2000 年のデータ. 他は OECD.Stat（2009
年データ）より引用。
a)日本とアメリカは、労働時間が週 49 時間以上の者。













7 小倉（2008）によれば、日本の週 50 時間以上の労働者の割合は、発展途上国と比べても高い。
8 パートタイム労働者の定義は、国によって異なることがある。そこで、OECD では、パートタイム労働
者の定義を、労働時間が週 30 時間未満である者とし、国際比較の際に用いることを推奨している。したが











前述のように、 「WLB 憲章」では、 「仕事と生活の調和が実現した社会」に必要とされる
条件として、 「就労による経済的自立」や「多様な働き方・生き方が選択できる社会」を揚
げ、 「行動指針（2010 年改定） 」において、2020 年における「就業率」の目標値を次のよう






第 1 子出産前後の女性の継続就業率10・・・55% (38.0%; 2005 年)





































日本 74.5 85.7 63.3 0.74 32.1a) 51.9b)
オランダ 77.5 83.2 71.8 0.86 69.4 68.3
ドイツ 74.2 79.6 68.7 0.86 36.1 54.8
フランス 69.5 74.2 65.0 0.88 53.7 63.8
スウェーデン 78.3 80.8 75.7 0.94 71.9 81.3
イギリス 73.5 79.2 67.8 0.86 52.6 58.3
アメリカ 71.3 76.3 66.5 0.87 54.2 62.8
出所： 20～64 歳の就業率は、 OECD.Stat より筆者算出。 母親の就業率は、 OECD (2007), p.46 より引用。
日本については母親の就業率は、総務省統計局「労働力調査（詳細集計） 」2005 年平均より筆者算出。
注：就業率とは、当該年齢人口に占める就業者の割合。




性と 25-54 歳女性の就業率を、25-54 歳男性の就業率で除し、それぞれの相対的就業率を求
め、これを比較した。その結果、日本は、OECD30 か国平均に比べて 55-64 歳男性の相対
的就業率が著しく高い一方、 25-54 歳女性の相対的就業率がかなり低く、 年配男性に比べて、
働き盛りの年齢の女性の労働力の活用が進んでいないことを確認している。
また、 「行動指針」では、 「第 1 子出産前後の女性の継続就業率」の目標値が設定された
が、これは、仕事と育児の両立が難しく、このため出産前後に退職する女性が多いことが、
日本の WLB の一つの課題と考えられるためとみられる。そこで、次にこの点を、先進諸国
の 6 歳未満児をもつ母親の就業率により確認しておく11。表２の右側 2 列をみると、6 歳未
満児の母親の就業率は、オランダは末子３歳未満 69.4%、末子３～5 歳未満 68.3%とスウェ
ーデンに次いで高いのに対して、日本はそれぞれ 32.1%、51.9％と低く、オランダと日本の
違いが明確に見られる。
11 「第１子出産前後の女性の継続就業率」 のデータを、 日本以外の国について得ることは極めて難しい。
Kenjoh (2005)では、イギリス、オランダ、ドイツ、スウェーデン、日本の 5 か国の家計パネルデータの個
票を用いて、1980 年代と 1990 年代に第 1 子を出産した女性の出産前後の就業状態を調べているが、マク
ロレベルでの調査は少ない。7
３ 労働力活用の２つのタイプ
ここで、表 1 の労働時間と表 2 の就業率から観察される結果をもとに、社会全体での労
働力活用のあり方を整理しておこう。
就業者 1 人当たりの労働時間の長さを h、就業者数を E とすると、総労働力（または総
労働時間）L は、
L = h ∙ E
で表すことができる。ここで就業率を r、人口を P とすると、E = r ∙ Pより、総労働力は
L = h ∙ r ∙ P
すなわち、




となる。ここで、総労働力 L 及び人口 P が一定とし、これをL = L ത、P = P ഥと表せば、
L ത= h ∙
E
P ഥ∙ P ഥ




























































（2009 年） （2009 年） （2009 年） （2008 年）
日本 70 67 5.1 1.37
オランダ 87 98 3.7 1.78
ドイツ 78 93 7.5 1.38
フランス 72 95 9.5 2.00
スウェーデン 81 85 8.3 1.91
イギリス 78 83 7.6 1.90 b)
アメリカ 100 100 9.3 2.12 b)
出所：合計特殊出生率は、 国立社会保障人口問題研究所 『人口統計資料集 （2011 年） 』 より、 他は OECD.Stat
より引用。
注：a) 米ドル表示、2009 年の為替レートによる。b)2007 年。




2009 年にオランダは 7 か国中最も低くなっている。
さらに、表３には、合計特殊出生率も示している。OECD 諸国の横断面データによる比





少子化と男女共同参画に関する専門調査会 2005、山口 2009 参照） 。表 2 において母親の就
業率が低かった日本やドイツにおいて、表３において合計特殊出生率が低くなっている。













































計（雇用者、15-64 歳） 5.4 88.4 6.2 9.7 82.0 8.3
労働時間別
フルタイム 3.2 90.6 6.2 2.2 84.9 12.9
パートタイム 16.4 77.5 6.0 12.6 80.9 6.5
年齢階層別
15-24 歳 11.5 82.8 6.0 16.8 73.7 9.2
25-54 歳 5.2 89.8 5.0 9.2 82.9 8.0
55-64 歳 2.0 85.9 12.1 4.7 85.7 9.6
末子の年齢別
a)
0-3 歳 4.7 90.0 5.3 6.5 82.7 10.8
4-11 歳 3.8 92.1 4.1 10.9 83.3 5.8
12-17 歳 3.2 93.1 3.7 13.3 82.2 4.5
出所：Centraal Bureau voor de Statistiek, Statline（Enquête beroepsbevolking, 2008 年データ）より筆
者作成。
注： 「所得が変わることを考慮したうえで、あなたは今後 6 か月にもっと長く働きたいですか、短く働きた
いですか。 」についての回答。選択肢は、 「もっと長く働きたい」 「同じ時間働きたい」 「もっと短く働きた
い」 。調査対象は実労働時間が週 12 時間以上の者。35 時間以上の者をフルタイム労働者、35 時間未満の
者をパートタイム労働者としている。
a) 25-49 歳の者。
































18-64 歳） 10.5 59.7 29.8 8.2 60.3 31.5
労働時間別
フルタイム 10.6 60.4 29.0 8.0 60.6 31.3
パートタイム
a) (8.3) (47.4) (44.3) (11.9) (53.5) (34.7)
年齢階層別
18-24 歳 18.9 55.9 25.2 13.0 59.7 27.4
25-54 歳 11.1 59.3 29.6 7.8 60.3 31.9
55-64 歳 2.6 64.2 33.2 3.9 62.3 33.9
末子の年齢別
b)
0-3 歳 12.1 61.0 26.9 3.1 57.1 39.8
4-11 歳 13.8 54.4 31.8 9.9 59.2 30.9
12-17 歳 8.2 64.6 27.3 11.4 56.1 32.5
勤労者短観
計(雇用者、20-59 歳） 5.5 34.9 59.5 9.9 49.1 41.1
労働時間別
フルタイム 4.7 35.0 60.3 4.2 39.3 56.4
パートタイム
c) - - - 18.1 63.3 18.6
出所：RIETI 「仕事生活の調和 （ワーク・ライフ・バランス） に関する国際比較調査」 （2009 年 12 月～2010
年 1 月実施）及び連合総研「勤労者短観」第 12～15 回調査（2006 年 10 月～2008 年 4 月実施）の個票デ
ータより筆者推計。 「RIETI WLB 調査」の詳細及び関連した分析は、浅野・権丈（近刊）参照。 「勤労者
短観」を用いた推計の詳細は、権丈（2009a）参照。
注： 「RIETI WLB 調査」は、 「現在の時間当たり賃金のもとで、あなたが自由に労働時間を選べるとした
ら、あなたは労働時間を増やしますか、減らしますか。それはどの程度ですか。 」についての回答。選択肢




ままでよい」 「仕事の時間を減らしたい」 「仕事の時間を増やしたい」 、 「時間配分について考えたことはな
い」 。無回答及び「時間配分について考えたことはない」と答えた者を除く（サンプル数=2,698） 。
週実労働時間が35時間以上の者をフルタイム労働者、 35時間未満の者をパートタイム労働者としている。

























よれば、労働時間に不満を持っている人の 2 割～5 割程度がその後使用者に希望を出し、そ













究・研修機構の 2005 年の「日本人の働き方調査」にもとづく原・佐藤（2008） 、慶應義塾大学の 2000 年
の「アジアとの比較による家族・人口全国調査」を分析した山口（2009）などがある。
























































































図 ４ オランダと日本における年齢 3 区分別パートタイム労働者の割合（2009 年）
出所：OECD.Stat より筆者作成。








市場への参入 ・ 退出の時期にある若年者や高年者が多いことが知られている （権丈他 2003、




































さらに 2000 年には 「労働時間調整法 (Wet aanpassing arbeidsduur, 通称パートタイム
労働法 De deeltijdwet)」により、労働者は、時間当たり賃金を維持したままで、自ら労働
時間を短縮・延長する権利までもが認められるようになった｡すなわち、 「労働時間調整法」
では、従業員 10 人以上の企業において、労働者がその企業に 1 年以上雇用され、かつ、過
去 2 年間に労働時間の変更を求めたことがない場合には、労働者は労働時間を短縮・延長











義が週労働時間 30 時間未満であり、オランダの男性によく見られる、週 30～34 時間のパートタイム労働
者は、OECD 定義ではパートタイム労働者に含まれないからである。パートタイム労働者の定義を（オラ
ンダで通常用いるように）週 35 時間未満とすると、この値は大きくなる。
17 1970 年代後半からオランダ経済は、深刻な不況に悩まされたが、1982 年 11 月になされた政労使によ




出を目指した。 詳細は、 Visser and Hemerijck 1997、 Hartog 1998、 Visser 2000、 権丈他 2003、 権丈 2010b
参照。17




出所：Centraal Bureau voor de Statistiek, Statline (Enquête werkgelegenheid en lonen)より筆者作成。


































種・職種に広がっているという事情もある。 EU の 「労働力調査」 （2002 年） を用いて、 EU15













年でも 35.5%（15～64 歳）にとどまっていた。この年日本の女性就業率は 53.0%であった
（OECD.Stat） 。
こうした状況のもと、オランダにおいて、一般児童を対象とする保育サービスに、公的
補助が本格的に投入され始めたのは相当に遅く 1990 年であった。 ところがその後の保育サ
ービスの拡張は目覚ましく、 4 歳未満児の保育所利用率は 1990 年の 5.7％から 2006 年には










18 オランダにおける女性就業と家族政策については、 Pott-Buter (1993)、 Gustafsson(1994)、 Sainsbury
(1994, 1996)、Wetzels (2001)、Kenjoh (2004, 2005) 参照。19
図 ７ オランダにおける 12 歳以下の子どものいる世帯が主に利用している保育サービス
（2007 年）

















年 1 月からは、 子どもの両親がそれぞれ約半年間休業できることになった。 より正確には、








































(Plantenga and Remery 2009)。
表６には、オランダの（法定の）家族関連休暇制度――産前産後休暇、父親休暇、養子
休暇、育児休業、短期・長期介護休暇、緊急休暇――をまとめている。興味深いことに、
オランダでの休暇中の所得保障は、 短期休暇については従前所得の 100％が多いが、 育児休
業や長期介護休暇といった長期休暇については、無給であることが多いとともに、パート
タイムで働きながら、パートタイムで取得することが標準となっている。




19 週労働時間が 12 時間以上の雇用者について、育児休業利用者が、8 歳までの子どもを持つ育児休業利
用資格者に占める割合（Centraal Bureau voor de Statistiek, Statline（Enquête beroepsbevolking）によ
る） 。









































































～3 時間から 2～3 日。


















に、 週労働時間の 26 倍の時間
（2009年1月以前に取得を開





























図 8 オランダにおける末子の年齢別母親の週労働時間の構成（2006～2008 年）









型テレワーカーを 2008 年の 330 万人から、2015 年に 700 万人にするという数値目標を掲
げている。その数値のもとになった、国土交通省「テレワーク人口実態調査」によれば、
就業者に占める在宅型テレワーカーは、2008 年に 5.1%、2009 年に 5.2%となっている。在
宅型テレワーカーは、 「就業者に占める自宅（自宅兼事務所を除く）でテレワークを少しで
も行っている（週１分以上）テレワーカー23」である。
22 日本テレワーク協会によるテレワークの定義による（日本テレワーク協会 2010, p.2） 。
23 国土交通省 「テレワーク人口実態調査」 による狭義のテレワーカー。 狭義のテレワーカーの定義は、 「ふ
だん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でＩＴを利用している人かつ、自分の所属する部署のあ
る場所以外で、ＩＴを利用できる環境において仕事を行う時間が 1 週間あたり 8 時間以上である人」であ
る。2009 年には、雇用者のうち 14.5%、自営業者で 20.8%、就業者全体で 15.3%が該当した（2005 年に



















































オランダ 20.6 9.0 4.1 5.0 26.4 12.0 1.9
ドイツ 7.9 1.6 5.7 5.2 16.6 6.7 1.2
フランス 4.4 2.2 2.1 0.8 6.3 5.7 1.6
スウェーデン 14.9 5.3 4.9 2.0 18.7 9.4 0.4
イギリス 10.9 2.4 4.7 4.5 17.3 8.1 2.5
アメリカ 17.3 5.1 5.9 6.3 24.6 - -
出所：Statistical Indicators Benchmarking the Information Society (SIBIS) Pocket Book
2002/03,(http://www.sibis-eu.org/). 及び European Foundation for the Improvement of Living and
Working Conditions (EFILWC)(2010)“Telework in the European Union”.
注：SIBIS 2002/03 のテレワーカー比率合計は、在宅勤務、モバイル勤務、自営業のテレワークの重複を
除いたもの。







このテレワーク導入率は、企業規模が大きいほど高く、従業員 10～19 人では 38％であ















図 9 オランダにおける産業別テレワーク導入率（2007 年）



























る。 同書によれば、 オランダの通勤時間は 1 日平均 50 分で EU 諸国の中で最も長いという。
VI オランダ企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組み
第５節までは、 オランダにおける WLB に関する制度的な枠組みとマクロレベルの調査結
果について論じてきた。第６節では、オランダの民間企業が WLB にどのように取り組んで





の従業員約 28,000 人（フルタイム換算ではその 95%） 、女性比率 36%、平均年齢 42 歳（男






















































オランダの大手保険会社。従業員約 16,000 人、パートタイム労働者比率 68%、女性比率





















る（現在、下限を 24 時間とすることを検討中） 。
LDM では、職業人生を、①開始、②大志、③（仕事と生活の）組合せ、④エキスパート、

















ついでながら、同社では、2010 年 1 月よりシルバープール（Zilverpool）という、58.5
歳以上の高齢余剰人員の企業内での就労を支援するプログラムを開始している。これは、
オランダでの最近の高齢者雇用の促進という方面での積極的な取り組みである。







約 116,000 人。女性比率 35%、管理職の女性比率 16%、役員の女性比率 10%。本社人事部
で、 オランダ及びヨーロッパ全体の状況を伺ったが、 以下では主にオランダの状況を記す。
フルタイム労働者の契約労働時間は、週 40 時間25――労働時間は年間を通じた平均なの














































フルタイム労働者の契約労働時間は週 40 時間である。勤務時間が週 40 時間よりも短い
者が５人。典型的なパートタイム労働者は、週 32 時間（週 4 日）勤務または週 24 時間（週






時間×26 週）取得できる。現在、育児休業中の者がいるが、彼女は、週 1 日育児休業を利
用し、週４日勤務している。このうち、週１日は在宅勤務で、３日がオフィスで勤務して
いる。





オランダには、ADV dag (Arbeidsduurverkorting dag)という労働時間短縮の制度がある。
この制度は、1980 年代に、１人当たりの労働時間を削減することで雇用を維持しようとす
る、ワークシェアリングの手段として、多くの労働協約によって導入された。現在もある
かどうかは、それぞれの労働協約による。D 社が属する労働協約では、１年当たり 13 日（1
日 8 時間×13 日＝104 時間）が定められている。年間 104 時間というのは、１年間 52 週
とすると１週間当たり２時間に相当する。したがって、週契約労働時間 40 時間といっても






同業他社と比べて WLB や柔軟な働き方が進んでいるかという質問については、 労働協約
にしたがっているため、同水準だと評価している。ただし、賃金水準については、同業他
社と賃金水準の情報を交換し、平均より少し高くなるように設定しているという。また、





























































GDP の 3.35％に及んでいる(OECD, Social Expenditure Database)。
これに対して、オランダでは、男女の働き方に違いがあってもよいという考え方が一般32
に広く認められている。ただし、このことは職場において男女を異なる取り扱いをすると








3 月には、それまで 2 年間にわたって、パートタイム労働者、特に女性労働者の労働時間の
増加の必要性と方法を検討し、パイロット・プロジェクトの成果もまとめた「タスクフォ
ース・パートタイムプラス(De Taskforce DeeltijdPlus)」の最終報告書が提出された。

















を表す、 人間開発指標 （HDI: Human Development Index） が、測定可能な 182 か国中 10 位であるのに、
女性の政治や経済への参画の程度を表すジェンダー・エンパワーメント指数(GEM: Gender
Empowerment Measure)が、測定可能な 109 か国中 57 位に留まり、国際的にみれば、人間開発の達成度




エンパワーメント指標は、それぞれ以下の通りである。フランス 8 位と 17 位、ドイツ 22 位と９位、スウ
ェーデン７位と１位、イギリス 21 位と 15 位、アメリカ 13 位と 18 位である。33
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